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用語の定義について 
用語 意味 

水害 洪水、雨水出水、高潮、津波により生じる被害をいう。 

土砂災害防止法 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」の略称。この法律に基づき、都道府県は気

象庁と共同で、「土砂災害警戒情報」を発表している。な

お、土砂災害警戒情報は、気象庁が発表する土砂崩れに

関する危険警報と一体として、「レベル４土砂災害危険警

報」の名称を用いて発表される。 

津波法 「津波防災地域づくりに関する法律」の略称。 

要配慮者利用施設 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上

の配慮を要する方々が利用する施設。 

家屋倒壊等氾濫想定区域 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊に伴う激しい氾

濫流や河岸侵食が発生することが想定される区域。 

土砂災害警戒区域 土砂災害が発生した場合に居住者等の生命又は身体に危

害が生じるおそれがあると認められる区域。 

土砂災害特別警戒区域 土砂災害警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合に建

築物に損壊が生じ居住者等の生命又は身体に著しい危害

が生ずるおそれがあると認められる区域。 

屋内安全確保 洪水及び高潮等において、住宅構造の高層化や浸水想定

（浸水深、浸水継続時間等）等を考慮し、災害リスクのある

区域等に存する自宅・施設等において上階への移動や高

層階に留まること等により、計画的に身の安全を確保するこ

と。 

立退き避難 災害リスクのある区域等の居住者等が、自宅・施設等にい

ては命が脅かされるおそれがあることからその場を離れ、対

象とする災害から安全な場所に移動すること。 

緊急安全確保 災害が発生・切迫し、立退き避難を安全にできない可能性

がある状況になった場合に、立退き避難から行動を変容

し、命の危険から身の安全を可能な限り確保するため、そ

の時点でいるよりも相対的に安全である場所へ直ちに移動

等すること。 

施設管理者等 要配慮者利用施設等の所有者又は管理者をいう。 

施設利用者 要配慮者利用施設の利用者をいう。 

施設職員 要配慮者利用施設の職員をいう。 

避難支援協力者 施設利用者の家族、避難支援の協力を得ることとしている

外部協力者をいう。 
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用語 意味 

総括指揮者 要配慮者利用施設等の所有者又は管理者など、水害また

は土砂災害が発生するおそれがあるときに全体を指揮する

者をいう。 

情報連絡班 水害または土砂災害が発生するおそれがあるときに、主に

防災気象情報の収集や情報の伝達を担当する班をいう。 

避難誘導班 水害または土砂災害が発生するおそれがあるときに、主に

施設利用者の避難支援（避難誘導）を担当する班をいう。 

装備品等準備班 水害または土砂災害が発生するおそれがあるときに、主に

避難に必要な設備や装備品、備蓄品、避難先への持ち出

し品等を点検し準備する班をいう。 
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第1章  避難確保計画と本手引きについて 
（1） まえがき 

平成 30 年 7 月豪雨や同年の台風第 21 号、令和元年房総半島台風（台風第 15 号）、同

年の東日本台風（台風第 19 号）、令和 2 年 7 月豪雨など、近年は毎年のように甚大な豪雨

災害が発生しています。 

令和 3 年も 7 月初旬や 8 月中旬の梅雨前線等による大雨により大きな被害が発生してお

り、今後も気候変動の影響による風水害のさらなる頻発化・激甚化が懸念され、風水害への

事前の備えが重要です。 

水防法や土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下

「土砂災害防止法」という。）、津波防災地域づくりに関する法律（以下「津波法」という。）で、

被災のおそれのある地域において、市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設

等の所有者又は管理者（以下「施設管理者等」という。）に避難確保計画を作成し、避難訓

練を実施することが義務付けられています。 

国土交通省では、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成の一助として、平成

29 年 6 月に「避難確保計画作成の手引き」や「要配慮者利用施設管理者のための土砂災

害に関する避難確保計画作成の手引き」を公表し、さらに令和 2 年 6 月には、洪水・内水・

高潮、土砂災害、津波の災害別に分かれていた手引きを統合して、「避難確保計画作成の

手引き」を改定しました。本手引きは、自然災害のうち人的被害が発生するような洪水、雨水

出水、土砂災害、高潮及び津波に伴う避難を対象としています。なお、火山災害に伴う避難

については内閣府の「集客施設等における噴火時等の避難確保計画作成の手引き」を参

照してください。 

その後、令和 2 年 7 月豪雨では、避難確保計画を作成していたにもかかわらず高齢者施

設で 14 名の方が犠牲になる痛ましい被害が発生しました。この被害を受けて、国土交通省

と厚生労働省は共同で、有識者による「令和 2 年 7 月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設

の避難確保に関する検討会」を設置し、避難の実効性を確保する方策についてとりまとめ、

その後、避難確保計画に関する市町村の助言・勧告制度等を加えた改正水防法や改正土

砂災害防止法が令和 3 年 7 月に施行されました。 

こうした状況を踏まえ、令和 3 年 12 月には、「令和 3 年度高齢者施設等の避難確保に関

する検討会（フォローアップ会議）」を設置し、「避難確保計画作成の手引き」の改定につい

て検討し、避難確保計画のチェック方法や避難訓練の実施方法、タイムラインの作成方法

等の内容も加えた「要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き」として

令和 4 年 3 月に改定しました。 

また、令和 7 年 12 月に気象業務法及び水防法の一部が改正され、令和 8 年 5 月 29 日

から新たな防災気象情報の名称や情報体系が運用されることから、これらに対応するため

令和 8 年 5 月に改定しました。 

要配慮者利用施設は本手引きを活用し、要配慮者利用施設でのより一層の避難の実効

性確保に向け、避難確保計画の見直し、充実に努めていただくようお願いします。 

なお、「非常災害対策計画」や「消防計画」、「学校の危機管理マニュアル」、地震等の災

害に対処する具体的な計画を定めている場合には、既存の計画に避難確保計画に定める

項目を加えることにより対応できます。 
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市町村に対して、地域防災計画に防災情報の伝達方法や避難先や避難経路等の事項

を定め、これらの事項をハザードマップ等に記載し周知することが義務づけられております。

市町村が公表しているハザードマップにより防災情報の伝達方法や避難先、避難経路等を

確認するとともに、不明な点がある場合には、避難確保計画の報告先である市町村にご確

認をお願いします。 

 

【避難確保計画の手引きの改定経緯】 

平成 29 年 1 月  「避難確保計画作成の手引き（津波）」の公表 

平成 29 年 6 月  「避難確保計画作成の手引き（洪水・内水・高潮）」の公表 

平成 29 年 6 月  「避難確保計画作成の手引き（土砂災害）」の公表 

令和 2 年 6 月  「避難確保計画作成の手引き」の公表 ※災害ごとの手引きを統合 

令和 2 年 7 月 球磨川等の氾濫により熊本県球磨村の高齢者施設で人的被害が発生 

令和 2 年 10 月～令和 3 年 3 月 

 「令和 2 年 7 月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関す

る検討会」 

令和 3 年 7 月  改正水防法、改正土砂災害防止法の施行 

（避難訓練報告の義務化、市町村による助言・勧告制度の創設） 

令和 3 年 12 月～令和 4 年 2 月 

 「令和 3 年度高齢者施設等の避難確保に関する検討会（フォローアップ

会議）」 

令和 4 年 3 月  「避難確保計画の作成・活用の手引き」の公表 ※全面改定 

令和 8 年 5 月  「避難確保計画の作成・活用の手引き」の改定  

※令和 8 年の新たな防災気象情報の運用に対応 
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（2） 避難確保計画の基本構成 

避難確保計画は、大雨による浸水や土砂災害が発生するおそれがあるとき、高齢者施設

等の要配慮者利用施設の利用者（以下「施設利用者」という。）の円滑かつ迅速な避難の確

保を図るために必要な事項を定める計画です。 

市町村の地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の施設管理者等は、水防法や

土砂災害防止法、津波法に基づき、避難確保計画を作成する必要があります。 

避難確保計画に定める事項は、水防法施行規則や土砂災害防止法施行規則、津波防

災地域づくり法施行規則に規定されており、その項目は、「防災体制に関する事項」、「避難

の誘導に関する事項」、「避難の確保を図るための施設の整備に関する事項」、「防災教育

及び訓練の実施に関する事項」、「自衛水防組織の業務に関する事項」となっています。こ

のうち、自衛水防組織の業務に関する事項は、水防法において努力義務とされている自衛

水防組織を設置した場合にのみ該当します。各項目の記載方法など詳細は、本手引き第 2
章～第 7 章において解説します。 

避難確保計画は、消防法に基づいて各施設に作成が求められている「消防計画」や社会

福祉施設に作成が求められている「非常災害対策計画」、学校に作成が求められている「危

機管理マニュアル」の中に、避難確保計画に定める事項を加えることで、これらの計画と一

体的に作成することができます。厚生労働省が実施した「高齢者施設における非常災害対

策の在り方に関する研究事業」（実施主体：一般財団法人 日本総合研究所）でとりまとめら

れた「高齢者施設・事業所における避難の実効性を高めるために －非常災害対策計画作

成・見直しのための手引き－」や文部科学省の「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見

直しガイドライン」にもこうした点が示されていますので、ご確認ください。 

 
図 1 避難確保計画の具体的な構成の例 
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表 1 消防計画、非常災害対策計画、危機管理マニュアルの記載項目との比較 

避難確保計画 
（水防法、土砂災害防止法、津波法） 

非常災害対策計画 
（厚生労働省令又は厚労省令） 

○基本的な事項 
 計画の目的 
 施設の概要 
 施設が有する災害リスク 
○防災体制に関する事項 
 防災体制の種類とその確立基準 
 事前休業の有無と実施基準 
 防災体制確立時の組織構成と役割分担 
 防災体制確立時の要員配置 
 情報収集と情報伝達 
○避難の誘導に関する事項 
 避難先の考え方 
 避難先 
 避難経路図 
 避難方法 
 避難に要する時間と避難開始基準 
 緊急安全確保の方法 
○避難の確保を図るための施設の整備に関する

事項 
 避難に必要な設備とその確保 
 避難に必要な装備品や備蓄品とその確保 
○防災教育及び訓練の実施に関する事項 
 避難確保計画の周知 
 防災教育の実施 
 避難訓練の実施 
 避難訓練結果の振り返りと避難確保計画の見

直し 
 市町村への避難訓練結果の報告 
○自衛水防組織の業務に関する事項 

○計画作成の目的 
○計画の適用範囲 
○施設・事業所の立地条件の把握と災害予測 
○施設・事業所の設備の理解、安全対策（通信

手段の確保を含む） 
○入所者（利用者）の避難方法に関する情報整

理  
○避難場所、避難経路、移動手段 
○避難を開始するタイミング、判断の考え方 
○災害に関する情報収集、整理 
○災害時の人員体制、指揮系統の検討、整理 
○連絡体制の整備 
○関係機関（自治体、関係団体等）、地域住民等

とのネットワークづくり 
○備蓄品等の準備・確保 
○職員への防災教育、人材育成、避難訓練の 

実施 
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学校の危機管理マニュアル 
（学校保健安全法） 

消防計画 
（消防法） 

○マニュアルの基本事項 
 危機管理マニュアルの目的と位置付け 
 危機管理の考え方 
 危機管理マニュアルの運用方法 
○事前の危機管理 
 現状及び危機管理の前提となるリスクの把握 
 危機の未然防止対策 
 危機発生に備えた対策 
○発生時（初動）の危機管理 
 傷病者発生時の対応 
 犯罪被害発生時の対応 
 交通事故発生時の対応 
 災害発生時の対応 
 その他の危機事象の発生時の対応 
 校外活動中・校内行事開催中における事故災

害等発生時の対応 
○事後の危機管理 
 事後（発生直後）の対応 
 心のケア 
 調査・検証・報告・再発防止等 

○自衛消防の組織に関すること 
○防火対象物についての火災予防上の自主検

査に関すること 
○避難通路、避難口、安全区画、防煙区画その

他の避難施設の維持管理及びその案内に関

すること 
○消火、通報及び避難の訓練その他防火管理上

必要な訓練の定期的な実施に関すること 
○火災、地震その他の災害が発生した場合にお

ける消火活動、通報連絡及び避難誘導に関す

ること 
○防火管理についての消防機関との連絡に関す

ること 

 

（3） 避難確保計画に関する留意点 

避難確保計画を作成又は変更した場合は、同計画を市町村長に報告する必要がありま

す。計画を作成又は変更した場合は、速やかに報告しましょう。 

避難確保計画の内容を要配慮者利用施設の職員（以下「施設職員」という。）等の関係者

が十分に理解し、確実に施設利用者の避難を確保するためには、避難確保計画に定めた

内容を施設職員や施設利用者、施設利用者の家族、避難支援の協力を得ることとしている

外部協力者（以下「避難支援協力者」という。）に周知しておくことが必要です。 

また、避難の実効性を確保するためには、平時からの避難訓練の継続的な実施が必要

です。避難訓練は、原則として年一回以上の頻度で実施しましょう。避難訓練の結果は、市

町村に報告する必要があります。訓練を実施したら、概ね一ヶ月以内を目安に訓練結果を

市町村に報告しましょう。 

避難訓練によって明らかになった課題については、その解決に努めるとともに、必要に応

じて避難確保計画の内容を見直すことが必要です。避難確保計画や避難訓練に関して市

町村から必要な助言・勧告を受けることができますので、適切な助言等が得られるよう避難

確保計画や訓練結果の報告の際には、本手引き第 8 章に掲載する「チェックリスト」を添付し

て市町村に報告しましょう。 

施設職員や避難支援協力者が避難確保計画の内容をわかりやすく理解するためには、

時系列に従って避難行動をとりまとめておく「タイムライン」を作成しておくことが有効です。

本手引第 10 章にタイムラインの作成方法を掲載していますので参考にしてください。 

施設利用者が、避難行動要支援者である場合、入所から在宅サービスに移行したときは、

災害対策基本法に基づき市町村が「個別避難計画」の作成に努めることとされています。こ
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のため、在宅サービスに移行した場合には、市町村の避難行動要支援者名簿の担当部局

等に連絡するよう求められている場合がありますので、詳細は市町村にお尋ねください。 

 

 
図 2 避難確保計画・訓練の市町村報告や助言勧告の概念図 

 

 
図 3 施設利用者が入所から在宅サービスに移行したときの情報連絡の概念図 
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第2章 基本的な事項 
（1） 計画の目的 

避難確保計画は、大雨による浸水や土砂災害が発生するおそれがあるとき、施設利用者

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定める計画です。本項には、こう

した計画の目的を記載しましょう。あわせて、避難確保計画の位置づけを明らかにするため、

水防法（洪水、雨水出水、高潮）、津波法（津波）、土砂災害防止法（土砂災害）のうち、どの

法令に基づく計画なのかを明記しましょう。 

 
表 2 災害種別と関係法令 

災害種別 法令 

洪水、雨水出水、高潮 水防法 

津波 津波法 

土砂災害 土砂災害防止法 

 

（2） 施設の概要 

避難確保計画を作成する際は、施設の特性や施設利用者の人数を明らかにしておく必

要があります。本項には、通所や入所等の利用形態、建物の階数、施設利用者の人数を記

載しましょう。 

水害や土砂災害は、昼間・夜間、平日・休日に関わらず発生することから、通所や入所等

の利用形態別の施設利用者の人数は、昼間・夜間、平日・休日に分けて記載しましょう。 

（3） 施設が有する災害リスク 

避難確保計画を作成する上で重要なことは、施設が有する自然災害のリスクを適切に把

握することです。本項には、施設において想定されている災害の種別や災害の大きさ等を

記載しましょう。洪水や土砂災害など複数の種別の災害リスクが想定される場合には、それ

ぞれの災害リスクについて整理した上で記載する必要があります。 

洪水や雨水出水、高潮による浸水が想定されている場合は、施設が所在する場所におけ

る「想定される最大浸水深」や「想定される浸水継続時間」を記載しましょう。洪水の場合は、

河岸侵食や氾濫流により建物が倒壊するおそれがある「家屋倒壊等氾濫想定区域」に該当

するか否かも記載しましょう。 

津波が想定されている場合は、「基準水位」（未算出の場合は参考として「想定される最

大浸水深」）、「津波到達時間」を記載しましょう。 

土砂災害が想定されている場合は、「土砂災害警戒区域」と「土砂災害特別警戒区域」の

どちらに該当するかを記載しましょう。 

これらの災害リスク情報は、市町村が公表している「ハザードマップ」や国土交通省又は

都道府県が公表している「洪水浸水想定区域図」、「雨水出水浸水想定区域図」、「高潮浸

水想定区域図」、「津波浸水想定」、「津波災害警戒区域図」、「土砂災害警戒区域図」によ

り確認することができます。それぞれの災害リスク情報の見方については、以下において解

説します。  
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表 3 災害の種別・特徴等と提供されている災害リスク情報 

災害の種別 
（発生要因） 

特徴等 
国や都道府県が提供してい

る災害リスク情報 

洪水 

（大雨） 

台風や前線によって大雨が降った場合、その水は

川に集まり、川を流れる水の量が急激に増大しま

す。このような現象を洪水といいます。一般には川

から水があふれ、氾濫（はんらん）することを洪水と

呼びます。 

洪水浸水想定区域図 

・想定される最大浸水深 

・想定される浸水継続時間 

・家屋倒壊等氾濫想定区域 

雨水出水 

（大雨） 

短時間の強雨などが原因で下水道やポンプによる

排水が追いつかず、用水路や下水道が氾濫して、

住宅や道路が水につかる災害を雨水出水といいま

す。 

雨水出水浸水想定区域図 

・想定される最大浸水深 

・想定される浸水継続時間 

高潮 

（台風、低気圧） 

高潮は、台風や発達した低気圧などに伴い、気圧

が下がり海面が吸い上げられ、強風により海水が海

岸に吹き寄せられることで、海面が異常に上昇する

現象です。海水が海岸堤防等を越えると一気に浸

水します。 

高潮浸水想定区域図 

・想定される最大浸水深 

・想定される浸水継続時間 

津波 

（地震等） 

大規模な地震等により震源に近い海底に地殻変動

が発生し、それによって生じる海水面の盛り上がり

や落ち込みにより巨大な波が発生する現象です。

沿岸部に壊滅的な被害をもたらすほか、津波が遡

上することで内陸部でも被害を生じる場合がありま

す。 

津波浸水想定図・津波災害

警戒区域図 

・想定される最大浸水深や

基準水位 

・想定される津波到達時間 

土砂災害 

（大雨） 

がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）、土石流、地すべり等

を発生原因として国民の生命又は身体に被害を及

ぼすことがあります。 

土砂災害警戒区域図  

土砂災害特別警戒区域図 

がけ崩れ（急

傾 斜 地 の 崩

壊） 

傾斜度が 30°以上である土地

が崩壊する自然現象 

土石流 

山腹が崩壊して生じた土石等

または渓流の土石等が一体と

なって流下する自然現象 

地すべり 
（地滑り） 

土地の一部が地下水等に起因

して滑る自然現象又はこれに

伴って移動する自然現象 
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＜想定される最大浸水深（洪水、雨水出水、高潮、津波）＞ 

想定される最大浸水深は、想定最大規模の降雨が発生し浸水した場合の地面から水面

までの最大の深さを示しています。ハザードマップや浸水想定区域図には、想定される浸水

区域内の浸水深が深さごとに色分けして示されています。浸水深が 0.5ｍを上回ると床上浸

水相当、3m を上回ると二階の床上浸水相当になります。 

施設が所在する場所の浸水深を確認し、立退き避難が必要であるか、屋内安全確保によ

り安全が確保できるかなど、基本的な避難行動について判断しましょう。なお、浸水深にか

かわらず、「家屋倒壊等氾濫想定区域」に該当している場合や津波の場合は、建物が倒壊

するおそれがあるため、原則として、立退き避難を選択する必要があります。 

 

 
図 4 想定される最大浸水深を示した洪水ハザードマップの例 

（出典：東京都大田区ハザードマップ） 

  

浸水深が色別に示されているので、
凡例をもとに施設が所在する場所の
浸水深を確認しましょう 
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＜想定される浸水継続時間（洪水、雨水出水、高潮）＞ 

想定される浸水継続時間は、浸水深が 0.5ｍ（床上浸水相当）に達してから、その浸水深

を下回るまでの時間を示しています。浸水想定区域図には、想定される浸水区域内の浸水

継続時間が時間ごとに色分けして示されています。 

浸水継続時間が長くなると、水や食糧、薬等の確保が困難になるおそれがあります。また、

電気やガス、水道、トイレ等の使用ができない時間が長くなるおそれもあります。こうした支障

が生じることを想定した上で、立退き避難が必要であるか、屋内安全確保により安全が確保

できるかなど、基本的な避難行動について判断しましょう。 

 

 
図 5 想定される浸水継続時間を示した洪水ハザードマップの例 

（出典：東京都大田区ハザードマップ） 
  

浸水継続時間が色別に示されて
いるので、凡例をもとに施設が所
在する場所の浸水継続時間を確
認しましょう 
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＜家屋倒壊等氾濫想定区域（洪水）＞ 

比較的大きな河川の洪水浸水想定区域図には、「家屋倒壊等氾濫想定区域」が示され

ています。この区域に該当する場合は、氾濫流や河岸侵食によって建物が倒壊するおそれ

があります。 

施設が所在する場所が「家屋倒壊等氾濫想定区域」に含まれている場合は、原則として、

浸水深にかかわらず、立退き避難を選択する必要があります。 

 
図 6 家屋倒壊等氾濫想定区域を示した洪水ハザードマップの例 

（出典：東京都大田区ハザードマップ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

河岸侵食による家屋の倒壊（花月川）      堤防決壊による家屋の流失（鬼怒川） 
写真 1 河岸侵食や氾濫流による家屋倒壊の例 

 
 

家屋倒壊等氾濫想定区域に含まれ
ている場合は、原則、立退き避難を
選択しましょう 
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＜想定される津波到達時間（津波）＞ 

想定される津波到達時間は、地震が発生してから津波が到達するまでの時間を示してい

ます。ハザードマップには、津波到達時間が時間ごとに色分けして示されています。 

津波の場合は、地震発生後短時間で来襲し災害をもたらす場合もあるため、可能な限り

高い場所へ立退き避難する必要があります。 

 

 
図 7 想定される津波到達時間を示した津波ハザードマップの例 

（出典：和歌山県海南市ハザードマップ） 
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＜土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域（土砂災害）＞ 

土砂災害警戒区域は、土砂災害が発生した場合に居住者等の生命又は身体に危害が

生じるおそれがあると認められる区域です。玄関やガラス窓等が斜面や渓流に面している場

合は、強度の弱い開口部から、土砂が流入してくるおそれがあり、生命又は身体に危害が

生じるおそれがあります。そのため、早めに土砂災害警戒区域の外へ立退き避難する必要

があります。 

土砂災害特別警戒区域は、土砂災害警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合に建築

物に損壊が生じ居住者等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる

区域であり、一定の開発行為の制限や建築物の構造の規制をすべき区域です。 

 

 
図 8 土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域を示したハザードマップの例 

（出典：福島県福島市ハザードマップ） 
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写真 2 土砂災害による建物被害の例（大分県日田市令和 2年 7月） 
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第3章 防災体制に関する事項 
（1） 防災体制の種類とその確立基準 

台風の接近や大雨による水害または土砂災害が発生するおそれがあるとき、防災気象情

報や避難情報をもとに、施設の防災体制を確立する必要があります。 

本項には、防災気象情報や避難情報等に基づいて、段階的にどのような体制を確立する

のかを記載しましょう。以下に、防災体制の確立の考え方の例を示しますので参考にしてく

ださい。 

 

＜災害への心構えを高める段階＞ 

【警戒レベル１の避難情報等と居住者等がとるべき行動】 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

●居住者等がとるべき行動：災害への心構えを高める 

・防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心構

えを高める。 
出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関するガイドライン（令和 8 年 3 月） 

 

台風の接近や大雨の予想により警報級の現象が 5 日先までに予想されているときには、

気象庁から「早期注意情報（警報級の可能性）」として、「高」「中」の 2 段階の情報が発表さ

れます。 

この段階では、防災気象情報等の最新情報に注意するとともに、ハザードマップ等により

施設が有する災害リスクの再確認や職員の参集体制の確認、避難支援協力者への連絡体

制の確認、避難先の確認、避難経路の確認、避難開始タイミングの確認等を行うことが考え

られます。また、避難時に使用する設備や装備品の点検、備蓄品の補充等を早めに進めて

おくことが必要です。 
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図 9 気象庁が発表する警戒レベル１の情報（早期注意情報） 

  

・早期注意情報 

（警報級の可能性） 

 警報級の現象が 5 日先までに予想されているときには、その可能性を「早期注意情報（警報級

の可能性）」として［高］、［中］の 2 段階で発表しています。警報級の現象は、ひとたび発生すると

命に危険が及ぶなど社会的影響が大きいため、可能性が高いことを表す［高］だけでなく、可能

性が高くはないが一定程度認められることを表す［中］も発表しています。 


